
  

■財務の説明 

１．資金収支計算書概要 

      収入の部合計は予算比５，６５８万円増の７５億３，６１７万円、支出の部の翌年度繰

越支払資金については予算比２億９，４６８万円増の３８億３，１６２万円となりました。 

なお、主要な科目の説明は次のとおりです。 

【収入の部】 

(1) 学生生徒等納付金収入は予算比２８０万円減の２８億１，７０６万円となりました。 

授業料、入学金、実習費、施設費、教育充実費が主な収入です。 

(2) 手数料収入は予算比１６５万円増の３，２３１万円となりました。 

  入学検定料、試験料、証明手数料が主な収入です。 

(3) 寄付金収入は予算比９万円増の３６９万円となりました。 

  特別寄付金、一般寄付金が主な収入です。 

(4) 補助金収入は予算比２，４８７万円増の３億２，４１７万円となりました。 

  私立大学等経常費補助金、修学支援補助金、地方公共団体補助金収入が主な収入です。 

(5) 資産売却収入は予算比８０万円増の２億１２０万円となりました。 

有価証券の売却が主な収入です。 

（6）付随事業・収益事業収入は予算比２６６万円増の１億２，０９１万円となりました。 

医療収入が主な収入です。 

(7) 受取利息・配当金収入は予算比６２万円増の２，０６２万円となりました。 

受取利息や配当金が主な収入です。 

(8) 雑収入は予算比１８４万円増の８，９１２万円となりました。 

私立大学退職金財団交付金、その他の雑収入が主な収入です。 

(9) 借入金等収入は、今年度該当がありません。 

公的金融機関や市中金融機関等からの借入れの場合に計上する科目です。 

(10) 前受金収入は予算比３，３０６万円増の５億９３６万円となりました。 

授業料前受金、入学金前受金、教育充実費前受金が主な収入で翌年度以降の収入とな

るものです。 

(11) その他の収入は予算比２０万円減の７，０５８万円となりました。 

   上記載科目期以外の収入で、前会計年度における未収入金、貸付金の回収が主な収入

です。 

(12) 資金収入調整勘定は予算比６００万円マイナスが増の△５億５，５４６万円となりま

した。 

  資金収支計算書は当該会計年度の諸活動に対応する収入・支出の内容と支払資金の収

入・支出の顛末となっていますが、当該年度の収入について翌年度以降に支払資金と

なる学生生徒等納付金や補助金などの期末未収入金、当該年度の収入が前年度までに

支払資金となった学生生徒等納付金などの前期末前受金が主なものです。 



  

【支出の部】 

(1) 人件費支出は予算比２，７５４万円減の１９億６，４５８万円となりました。 

教員人件費、職員人件費、役員報酬、退職金の支出です。 

(2) 教育研究経費支出は予算比８，３５８万円減の８億２，４６７万円となりました。 

教育研究活動に要する経費で、消耗品費、教材費、光熱水費、旅費交通費、奨学費、

修学支援奨学費、修繕費、賃借料、報酬手数料、業務委託費などが主な支出です。 

(3) 管理経費支出は予算比２，４６４万円減の３億７，９７９万円となりました。 

教育研究活動以外の活動に要する経費で、学生募集、総務・人事・財務・経理、教職

員の福利厚生、教育研究活動以外に使用する施設などに必要な経費です。 

(4) 借入金等利息支出は予算とほぼ同額の１７８万円となりました。 

借入金等に係る利息を支払う支出です。 

(5) 借入金等返済支出は予算と同額の１億６,０００万円となりました。 

借入金等に係る元本を返済する支出です。 

(6) 施設関係支出は予算比１，００４万円減の４，０６５万円となりました。 

建物、構築物などが主な支出です。 

(7) 設備関係支出は予算比１，１１４万円減の７，５６０万円となりました。 

機器備品、図書、車両などが主な支出です。 

(8) 資産運用支出は予算比２８０万円減の２億２，１６３万円となりました。 

有価証券の購入、第４号基本金引当特定資産への繰入れ、退職給与引当特定資産への

繰入れなどが主な支出です。 

(9) その他の支出は予算比６７８万円減の１億３，０８７万円となりました。 

   上記載科目期以外の支出で、前会計年度に支出における未払金の支払い、全会計年度

末の預り金の支払い、翌年度経費等の前払いが主な支出です。 

(10) 資金支出調整勘定は予算比２，７７３万円マイナスが増の△９，５０５万円となりま

した。 

  資金収支計算書は当該会計年度の諸活動に対応する収入・支出の内容と支払資金の収

入・支出の顛末となっていますが、当該年度の支出について翌年度以降に支払う経費

等などの期末未払金、当該年度の経費等を前年度までに支払った前期末前受金が主な

ものです。 

 

 

２．活動区分資金収支計算書概要 

活動区分資金収支計算書は、資金収支計算書を教育活動による資金収支、施設設備等活

動による資金収支、その他の活動による資金収支に区分した計算書です。 

教育活動による資金収支については、教育活動資金収入計が３３億８，７３０万円、教

育活動資金支出計は３１億６，８９７万円、差引２億１，８３２万円に調整勘定等△２，



  

４３２万円を加えました教育活動資金収支差額は１億９，４００万円となりました。 

施設整備等活動による資金収支は、施設整備等活動資金収入計が１２０万円、施設整備

等活動資金支出計は１億１，６２６万円、差引△１億１，５０６万円に調整勘定等３４２

万円を加えました施設整備等活動資金収支差額は△１億１，１６３万円、教育活動資金収

支差額に施設整備等活動資金収支差額を加えました小計は８，２３７万円となりました。 

その他の活動による資金収支は、その他の活動資金収入計が２億３，１６２万円、その

他の活動資金支出計は３億８，４８０万円、差引△１億５，３１８万円に調整勘定等△１

３万円を加えましたその他の活動資金収支差額は△１億５，３３１万円となりました。 

小計（教育活動資金収支差額＋施設整備等活動資金収支差額）にその他の活動資金収支

差額収支差額を加えました支払資金の増減額は△７，０９３万円となりました。支払資金

の増減額に前年度繰越支払資金３９億２５６万円を加えました翌年度繰越支払資金は３８

億３，１６２万円となりました。 

 

 

３．事業活動収支計算書概要 

教育活動収支は学校法人の本業の収支となります。教育活動収入計は予算比２，８９６

万円増の３３億９，１５９万円、教育活動支出計は予算比１億３，８９６万円減の３５億   

４，７１３万円となり、教育活動収支差額は予算比１億６，７９２万円マイナスが減の△

１億５，５５４万円となりました。 

教育活動外収支は主に受取利息・配当金と借入金等利息の収支となります。教育活動外

収入計は予算比６２万円増、教育活動外支出計は予算とほぼ同額の１７８万円、教育活動

外収支差額は予算比６３万円増の１，８８４万円となり、教育活動収支差額に教育活動外

収支差額を加えました経常収支差額は予算比１億６，８５５万円マイナスが減の△１億３，

６６９万円となりました。これは、昭和６０年に取得した大学建物の外壁等の大規模修繕

によるものです。 

特別収支は教育活動収支と教育外収支以外の収支で、主に資産の売却や処分についての

収支となります。特別収入計は予算比４９４万円増の５３４万円、特別支出計は予算比７

万円減の２８２万円、特別収支差額は予算比５０１万円マイナスが減の２５１万円となり

ました。 

経常収支差額に特別収支差額を加えました基本金組入前当年度収支差額は、予算比２億 

１，６３９万円マイナスが減の△１億３，４１７万円、基本金組入額合計△４，０１７万

円を差し引きました当年度収支差額は予算比２億９，０６１万円マイナスが減少し、△１

億７，４３５万円となりました。前年度繰越収支差額△２０億３，００２万円を加えまし

た翌年度繰越収支差額は△２２億４３７万円となりました。 

（参考）事業活動収入計は、教育活動収入計、教育活動外収入計、特別収入計の合計額

で、全ての収入の合計となっており、予算比３，４５３万円増の３４億１，７５６万円と



  

なりました。事業活動支出計は、教育活動支出計、教育活動外支出計、特別支出計の合計

で全ての支出の合計となっており、予算比１億８，１８５万円減の３５億５，１７３万円

となりました。 

※事業活動収支計算書科目の説明 

・寄付金には、資金収支計算書における寄付金に加え、現物寄付金が計上され、うち施

設設備分は特別収支に計上されます。 

・補助金のうち施設設備分は特別収支のその他の特別収入に計上されます。 

・人件費は、資金収支計算書における退職金支出とは異なり、退職給与引当金繰入額が

計上されます。 

・教育研究経費には、資金収支計算書の支出に加え、減価償却額が計上されます。 

・管理経費には、資金収支計算書の支出に加え、減価償却額が計上されます。 

・徴収不能額は、未収入金や貸付金などの債権について徴収不能の見込み額を徴収不能

引当金に繰り入れていない場合に、当該年度で徴収不能となった金額です。 

・資産売却差額は、資産を売却したときの益ですが、具体的には有価証券などを売却し

た際に帳簿価額を上回った場合は、その上回った額が益として計上されます。 

・資産処分差額は、資産を処分したときの損ですが、具体的には建物、機器備品、図書

などを除却した際に、その帳簿価額が損として計上されます。また、有価証券などを

売却した際に帳簿価額を下回った場合も、その下回った額が損として計上されます。 

・基本金組入額合計は、学校法人が諸活動の計画に基づく必要な資産（土地、建物、機

器備品、図書、現金預金など）を保持し、これを維持するために事業活動収入のうち

から、基本金に組み入れます。 

 

 

４．貸借対照表概要 

貸借対照表は、表示日における財政状態を示す財務表で、資産、負債、資産と負債の差

額で表される純資産を示す財務表です。 

 

【資産の部】 

固定資産は９３億３，２９８万円（有形固定資産８３億５，３７４万円、特定資産８億  

５，５０９万円、その他の固定資産１億２，４１４万円）となりました。 

・有形固定資産は貸借対照表表示日後１年を超えて使用する資産で、土地、建物、教育

研究用機器備品、管理用機器備品、図書、車両が主なものです。 

・特定資産は使用用途が特定された預金等で、第３号基本金引当特定資産、第４号基本

金引当特定資産、退職給与引当特定資産が主なものです。 

・その他の固定資産は電話加入権、長期に保有する有価証券、貸借対照表日後１年を超

えて償還される長期貸付金、ソフトウェアが主なものです。 



  

流動資産は５３億３，５６４万円となりました。 

・現金預金、未収入金、貸借対照表日後１年以内に償還される短期貸付金、一時的に保

有する有価証券が主なものです。 

固定資産に流動資産を加えました資産の部合計は１４６億６，８６２万円となりました。 

 

【負債の部】 

固定負債は１０億１，４０９万円となりました。 

・貸借対照表日後１年を超えて償還する長期借入金、退職手当金支給規程等により算出

した退職給与引当金が主なものです。 

流動負債は７億９，９２７万円となりました。 

・貸借対照表日後１年以内に償還する短期借入金、未払金、前受金、預り金が主なもの

です。 

固定負債に流動負債を加えました負債の部合計は１８億１，３３７万円となりました。 

 

【純資産の部】 

基本金は１５０億５，９６３万円（第１号基本金１４７億１，８６３万円、第３号基本

金１億円、第４号基本金２億４，１００万円）となりました。 

・第１号基本金 学校法人が設立当初に取得した固定資産で教育の用に供されるものの

価額又は新たな学校の設置若しくは既設の学校の規模の拡大若しくは

教育の充実向上のために取得した固定資産の価額 

・第２号基本金 学校法人が新たな学校の設置又は既設の学校の規模拡大若しくは教育

の充実向上のために将来取得する固定資産の取得に充てる金銭その他

の資産の額 

・第３号基本金 基金として継続的に保持し、かつ、運用する金銭その他の資産の額 

・第４号基本金 恒常的に保持すべき資金として別に文部科学大臣が定める額 

繰越収支差額は△２２億４３７万円、純資産の部合計は１２８億５，５２５万円となり

ました。 

負債及び純資産の部合計は１４６億６，８６２万円となりました。 


